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障害者雇用の状況①（障害者の雇用数）  

⊂：コ身体障害者E団知的障害者皿精神障害者漱実雇用率  

＜障害者の数（万人）＞  く実雇用率（％）＞  

※ 毎年6月1日現在の企業からの障害者雇用  
状況報告による（56人以上の規模の企業）  

（注）  

「障害者の数」は以下の者の合計。  

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）   

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）   

重度身体障害者である短時間労働者   

重度知的障害者である短時間労働者   

精神障害者（短時間労働者は0．5カウント）  
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（参考）  

5人以上の規模の企業において  

雇用される障害者数  
羞軋49．6万人   

〔平成15年度障害者雇用実態調査による推計〕   
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障害者雇用の状況②（企業規模別の状況）  

各年6月1日現在  （％）企業規模別達成企業割合  各年6月川現在   （％）企業規模別実雇用率  
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障害者の職業紹介状況①（全体）  

○ハローワークにおける障害者の就職件数は、着実に   

伸びており、最近では前年度比10％程度の伸びを続   
けている。  

（前年度比13．1％増）  

①障害者の「働きたい」という意欲の高まり  

（新規求職件数の着実な伸び）   

② 企業側の取組の拡大   

■ 雇用失業情勢の改善に伴う障害者雇用意欲の  

高まり  

・コンプライアンス、CSRの観点からの障害者雇  
用の取組の進捗   

・雇用率達成指導の強化への対応   

③ ハローワークの取組強化  

・就職件数などの目標設定・管理  
・1ライアル雇用やジョブコーチ支援などの雇用  

支援策の積極活用   

・障害者就業・生活支援センターなど関係機関と   

の連携した支援の充実   

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度  

酬酬馳脚相鉄年間脚脚ゆ加㈱上半期（4月～9月）  



類 障害者の職業紹介状況②（障害種別）  

新規求職申込件数  

障害者計   身体障害者   知的障害者   精神障害者   その他   

12年度   77，612 （1．5） 57，393  （0．3）   15，143  （3．2）   4，803  （12．9）   273  （3．0）   

13年度   83，557 （7．7）   61，548  （7．2）   16，357  （8．0）   5，386  （12．1）   266  （△2．6）   

14年度   85，996 （2．9）   62，888  （2．2）   16，511  （0．9）   6，289  （16．8）   308 （15．8）   

15年度   88，272 （2．6）   62，450 （△0．7）   17，602  （6．6）   7，799  （24．0）   421 （36．7）   

16年度   93，182 （5．6）   63，305  （1．4）   18．953  （7．7）  10，467  （34．2）   457  （8．6）   

17年度   97，626 （4．8）   62，458 （△1．3）   20，316  （7．2）  14，095  （34．7）   757 （65．6）   

18年度   103．637 （6．2）   62，217 （△0．4）   21，607  （6．4）  18，918  （34．2）   895 （18．2）  

就職件数  

障害者計   身体障害者   知的障害者   精神障害者   その他   

12年度   28，361  （7．2）   19，244  （6．0）   7，414   （8．9）   1，614（16．6）   89  （△6．3）   

13年度   27，072 （△4．5）   18，299 （△4．9）   7，069   （△4．7）   1，629（0．9）   75 

14年度   28，354  （4．7）   19，104  （4．4）   7，269   （2．8）   1，890（16．0）   91  （21．3）   

1．5年度   32，885  （16．0）   22，011  （15．2）   8，249   （13．5）   2，493（31．9）  132  （45．1）   

16年度   35．871  （9．1）   22，992  （ 9，102  （10．3）   3，592（44．1）  185  （40．2）   

17年度   38，822  （ 23，834  （3．7）   10，154   （11．6）   4，665（29．9）  229   （23．釦   

18年度   43，987  （13．1）   25，490  （6．9）   11，441  （1乞7）   6，739（44．5）  317  （38．4）   
※（）内は前年同期比（蓋）  

新規求職申込件数及び就職件数は年度（期間）内の累計の数隠  



障害者雇用促進法の概要  

草葉主に射する結審 
雇  事業主仁ガL、摩斉家屠屏率に存留デ名人劇の身体膚害者一彪劇膚筈皆の雇用孝義顔づ／ナる  
用  

義  
民間企業 ………‥∴……………．．………．‖……‥．…1．8％  

務  
国、地方公共団体、特殊法人等 ……………………2．1％  

制  
都道府県等の教育委員会 ……………………………2．0％  

※1大企業等において、障害者を多数雇用する等一定の要件を満たす会社（特例子会社）を設立した場合、企業グループでの雇用率適用も認めている。  
度  ※2精神障害者（手帳所持者）については、雇用義務の対象ではないが、各企業の雇用率（実雇用率）に算定することができる。   

納  摩斉家の願仁伴ラ事業主の庶務軌碧超の戯響き厨寧  
付  

金  ○ 障害者雇用納付金（雇用率束達成事業主）  不足1人月額5万円徴収 （常用労働者301人以上）  
○ 障害者雇用調整金（雇用率達成事業主）  超過1人月額2万7千円支給（常用労働者301人以上）  

納      調  ※ この他、300人以下の事業主については報奨金制度あり（超過1人月額2万1千円支給）   
付  国 ユー三  

金  金   ・上記のほか、在宅就業障害者に仕事を発注する事業主に対する特例調整金・特例報奨金の制度がある。（在宅就業障害者支援制度）  

制  
各  膚鼻声家雇いスカるための彪訝の厨産、介助者の廃置等に助成金を支潜  

度  種  

助  一障害著作業施設設置等助成金  

成   ■障害者介助等助成金  

金   ・重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金等   

睡亭春本来た対する痕置 
彪邸の戯労支援ン野虜頗厨たおいて1轡穿者の戯岩畳眉における貞丘を支輝く舶彪穿との有鮒な藩穿あ野りつつ鹿遭＞  

l職  
シ業  ○ ハローワーークく全国584か所）   

ヨリ   障害者の態様に応じた職業紹介、職栄枯導、求人開拓等   
ン／＼   ○ 地域障害者職業センター（全国47か所）   

のビ  専門的な職業リハビリテ」ションサービスの実施（職業評価、準備訓練、ジョブコナチ等）  
実リ  ○ 障害者就業・生活支援センター（全国135か所）  

施テ  就業・生活両面にわたる相談・支援  



法定雇用  

民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以下の割合（法定雇用  
率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。  

雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者又は知的障害者である（なお■、精神障害者は雇用義務の対象ではない  
が、精神障害者保健福祉手帳保持者を雇用している場合は雇用率に算定することができる）。  

一般の民間企業  1．8％  

（56人以上規模の企業）  ○ 民間企業  

特殊法人等  2．1％  

労働者数48人以上規模の  

特殊法人及び独立行政法人  

○ 国、地方公共団体   

（48人以上規模の機関）  

2．1％  

○ 都道府県等の教育委員会  

（50人以上規模の機関）  

2．0％  

（カツコ内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって1人以上の障害者を雇用しなければならないこととなる企業等の規模である。）  

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その1人の雇用をもって、2人の身体障害者又は知的障   
害者を雇用しているものとしてカウントされる。  

※ 短時間労働者は原則的に実雇用率にはカウントされないが、重度身体障害者又は重度知的障害者である短   
時間労働者（1週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の労働者）については、1人分として、精神障   
害者である短時間労働者については、0．5人分としてカウントされる。   



障害者雇用納付金制度  

「納付金」の徴収  

【不足1人当たり 月腰迫亘巴】  

障害者を雇い入れるために、作業施設の設置・整備を行ったり、  
重度障著者の雇用管王里のために職場介助者を配置したりする事  
業主等に対して助成金を支給  

※1常用労働者301人以上  
※2常用労働者300人以下で障害者を4％又は6人のいずれか多い数を超えて雇用する事業主   



労働政策審議会意  見書の概要  

＜多様な雇用形態に対応した障害者雇用の促進＞  

・短時間労働者（退所定労働時間20時間以上30時間未満）を雇用義務の対象に追加  

＜中小企業における障害者雇用の促進＞  

・事業協同組合等を活用した障害者雇用に対する障害者雇用率制度の適用   

・障害者雇用納付金制度（納付金の徴収及び調整金の支給）について、中小企業に対して  

適用を拡大  

＜その他＞   

・地域障害者職業センターの業務に、地域の就労支援機関に対する助言・援助等を追加   

・輯例子会社がない場合においても、企業グループに対し、一定の要件の下で、障害者   
雇用率制度を適用   



障害者の短時間労働について  

（現行の障害者雇用率制度の対象範囲）  

l週20～30時間】  
週30時間以上  

（短時間労働者）   

身体障害者   ○  

‖ 喜重度   ◎   ○   

知的障害者   ○  

室重度   ◎   ○   

精神障害者   ○   △   

○ 週所定労働時間が30時間以上の労働者が、法定雇用障   

害者数の算定の基礎となる。  

○ 短時間労働者については、重度の身体障害者・知的障害   

者と精神障害者が、寒雇用率のカウント対象となっている。   
※ ◎ダブルカウント、01カウント、△0．5カウント  

（意見書の内容）  

○ 障害者の短暗闇労働lこ対する 書雇用率制度の連用  

・障害者雇用率制度において、週所定労働時間が20時間以上30時間未満の短時間   

労働についても、雇用義務の対象とする。   
■ この場合、短時間労働者及び短時間労働の障害者について、0．5カウントとして算定   

する。  

一 短時間労働を雇用義務の対象とするに当たっては、一定の準備期問を設ける。   



中小企業における障害者の雇用の促進  

○＋中dl企業における 者雇用の促進の   

必要性  

一 我が国の企業数の大半を占める中小企業において、  

障害者の雇用の場を確保することは重要であり、また、   
中小企業は、障害者に対し、雇用の場を提供すること   
ができる地域の主要な担い手としても重要だが、中小   
企業における障害者雇用の状況が低い水準にあり、   

中小企業における障害者雇用の促進が必要。  

1撞誓書雇用納付金制度の現送   

・納付金は、障害者雇用促進法上、本則においては、  
すべての事業主が雇用する労働者の数に応じて平  

等に負担することとされているが、附則において、   
当分の間の暫定措置として、300人以下の規模の   
企業からは徴収しないこととされている。  

（意見書の内容）  

○【蠣こ対する雇用支援等の強化  

・障害者雇用についての理解の促進、マッチング及び職場定着に関する支援を講じていく   

ことが必要。  

者雇用率制度の適悍  者雇用lこ対する 
・複数の中小企業が、事業協同組合等を活用して共同して事業を行い、当該事業協同組   
合等において障害者を雇用する場合に、障害者雇用率制度を適用する仕組を創設。  

○個担の調整  

■ これまで300人以下の企業に対しては、暫定措置として適用を猶予してきた障害者雇用納   
付金制度について、一定の範囲の中小企業（企業規模101人以上）に対し、適用。  

・この際、一定範囲の中小企業のうち、比較的規模の大きい中小企業（企業規模201人   

以上）から対象とする。   



地域障害者職業センターの業務の追加  

○ 地域障害者職業センターの専門性とノウハウをいか  して、以下の業務をセンター  
の基幹業務の一つとして新たに位置づけ、地域の就労支援力の向上を図る。   

① 地域において就労支援を担う専門的人材の育成   

② 地域の就労支援機関に対する助言・援助  

※ このほか、福祉、教育等との連携による就労支援の強化のため、ハローワークを中心とした「チーム支援」の  

強化、障害者就業・生活支援センターのすべての障害保健福祉圏域への設置、実施体制の充実・強化が必要。  

特例子会社がない場合の企業グループに対する障害者雇用率制度の適用  

○ 特例子会社を持たない場合でも、一定の要件の下で、グループ全体として実雇   
用率を算定することができる特例を創設。   



除外率の引下げ  

除外率制度…障害者の就業が一般的に困難であると認められる業種について、雇用する労働者  
数を計算する際に、除外率に相当する労働者数を控除する制度（障害者の雇用義  
務を軽減）  

ノーマライゼーションの観点から、平成16年4月に廃止。  
ただし、経過措置として、当分の間、除外率設定業種ごとに除外率を設定するとともに、廃止  

の方向で段階的に除外率を引き下げ、縮小することとされている（法律附則）。  
※16年4月の引下げ‥t建設業、鉄鋼業：40％→30％、鉄道業、医療業：50％→40％、  

道路旅客運送業75％→65％、船舶運航事業100％→90％  等  

除外率制度については、法律の規定等に沿って、段階的に引き下げ、廃止を目指すとい  

う基本的方向に基づき、今回、一定の引下げを行うことが適当。  

障害者権利条約の締結に向けた対応  

障害者権利条約・t・障害者の人権及び尊厳を保護・促進するための包括的総合的国際条約。  
昨年12月に国連総会で採択。本年9月に日本も署名。  

障害者権利条約の締結に向けて、雇用・労働分野における、  
・差別禁止  

・合理的配慮の提供  

等について、労使、障害者団体等を含めて、考え方の整理を早急に開始し、必要な環境  
整備などを図っていくことが適当。   




